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地域社会での人権問題の深刻化
いま地域社会は、過疎・過密の進行、少子高齢社会の到来、世帯構成の変化、
就労構造の変化、所得格差の拡大、長期不況の深刻化、治安の悪化、病理現象の
広まり、自然災害の激発など、人びとが生活していく上での難題が山積している。
しかも日本の財政赤字は深刻の度を深めている。国の債務残高 (国の借金)は減る
どころか増える一方である。このように地域社会を取り巻く危機的状況の深刻化
とともに、この危機を打開する政治のあり方も借金漬けに陥っている。ここでは
地域社会に3つの波が押し寄せているとの視点から地域社会での人権問題の深刻
化を浮き彫りにする。第 1の波は少子高齢化の波、第 2の波は長期不況の波、
第 3の波は「新自由主義」の波である。この 3つの波がどのように社会に現れて
いるかをみていく。

愛知人権ネット
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日本社会 を揺るがす

の進行

日本では世界一のスピードで高齢社会が到来し
つつある。たくさんの人々が長生きできる社会は喜

ばしいことである。それにともない高齢者にも人間

らしい生活が営める社会的基盤の整備が急務とな

っている。しかし現実は少なからぬ悲劇的事件に見

られるように、高齢者を取り巻く生活実態は多くが

深刻な問題を抱えている。こうした状況とともに、

日本社会を揺るがす少子高齢化の波が押し寄せて
いる。この少子化は、不安定雇用の広がりと異常な
長時間労働、増税に加え、出産・育児・教育などの経
済的困難、子育ての社会的環境の悪化など、政治が
生み出した社会のゆがみがある。少子化に歯止めを
かけた欧州の国では、雇用政策、経済的負担の軽減
などの家族政策、男女平等政策の強化など、総合的
な対策が展開され、社会のあり方を根本から見直す
政治的な取り組みが行われている。

の

盤

化

「

基

齢

第

の

高



「人口減少社会」の到来

2005年に生まれる赤ちゃんの数が亡 くなった人

の数を下回り、日本の人口がはじめて自然減となっ

た。推計値によると、05年生まれの赤ちゃんは前年

比4万4千人減の106万 7千人で過去最低を更新した。

人口千人あたりの出生率も前年の8.8か ら8。 5と 落

ち込んだ。
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3人に1人がお年寄り

2003年 (平成15年 )における65歳以上の高齢者は、

2,431万人となり、総人口に占める割合は19.0%に
のぼっており、約5人に1人が高齢者となっている。

2030年まで高齢者人口が急速に増加し、その後頭

打ちの様相を見せるが、一方で総人口が減少に転じ

ていくことから、高齢化率は上昇の一途を辿ると予

測されており、2050年では総人口の35。 7%、 3人に1

入以上が高齢者となると予測されている。

高齢化の推移と将来推計

単位 :秀

炎 渥 賞言
人

7、)計
74歳人口、75歳以上人叫

   高齢化率

〈年)

資料 :20KXl年 までは総務省「国勢調査」、2∞5年以降は国立社会保障・人日問題研究所「日本の将来推計人口(平成14年 1月推計)J
(注 )1955年 の沖縄は70歳以_L人口23,328人 を前後の年次の70歳以上人口に占める75歳以上人口の割合を元に70～ 74歳 と75歳以上人口に核分した。
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日本は子どもを産み

育てにくい社会か?

わが国の年間出生数は1973年以降減少傾向が続

いていて、現在は当時の約半数(2003年54%)にまで

減っている。出生率 (合計特殊出生率)でみても、当

時最も高かった1971年の2.16か ら、2003年には4割

減の1.29に なっている。この数値は、過去最低の水

準というばかりではなく、欧米諸国と比較をしても

低い数値である。

(万人 )

出生数及び合計特殊出生率の推移

(昭和41)年
ひのえうま
1,360,974メ、

Ш 出生数

第 2次ベビープーム 2004(平成16)年
(1971～74年)   ・最低の出生数
(昭矛口46～49年 )     1,1lo,721人
最高の出生数    ・最低の合計特殊出生率
2,091,983メ、           129
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最高の出生数
2,696,638メ、
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資料 :l・/′1労働 省 「人口動態統計 J
注 :1947～ 197211は沖縄県を含まない.

1989(平成元)年
合計特殊出生率 157
(157シ ョック)
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他国に類を兒rJぃ

高齢化のスピード

2010年には、日本は高齢化率が世界最高水準とな

る予測が出ており、さらに2040年以降はイタリア、

スペインと並び世界一の高齢国を競うと予測され

ている。しかも高齢化が他国の倍のスピードで進み、

その社会への影響と問題が甚大である。

0   :響
冬悩雌継警曹隕 21個鶴舅二α閣:る。それぞれの人口割合を超えた最初の年次を示す。倍化

年数は17%か ら14%へ要した期間。

高齢社会へ到達するのにかかつた年数の国際比較

国

65歳以上人口割合
(到逮年次)

倍化年数

7% 14% 7%→ 14%

日 本 1970 1994 24

ド      イ      ッ 1932 1972 40

イ   ギ   リ   ス 1929 1976 47

ア   メ   リ  カ 1942 2015 73

ス ウ ェ ー デ ン 1887 1972 85

フ ラ ン ス 1864 1979 115
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第2の波
90年代から続く長期不況

90年代から続く長期不況は、公共事業の積みまし、

公的資金の投入、法人税の減税などが繰り返された

が、国民の生活基盤を立て直す対策が十分に行われ

ず、逆に国民負担増の押しつけ、社会保障の切り捨

てが、くらしを圧迫し、生活不安を広げ、景気をさら

に冷え込ませてきた。そのために一時的な「景気回

復」は何度かあっても、結局長期不況からぬけだす
ことができない。ここに日本経済の根本的な弱点が

ある。日本経済を立ち直らせる道は、経済を支える
一番の土台である国民の暮らしを大切にしていく

道である。

住民の暮らしを守ることこそ、地域社会で人間ら

しい生活が営める権利を保障することに通じる。
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街の商店が消えていく?

長期不況は都市型自営業者の大幅減少を生み出

している。戦後の変化をみていると、自営業者は

1950年 実数で521万 人、労働力人口中 14。 4%、

60年 661万人、15.0%、 70年 882万人、16.7%、
80年998万人、17.5%と 増加の一途をたどったが、
90年868万人、13.6%、 2000年766万人、11.6%と大幅
な減少をたどっている。この背景にはバブル崩壊後

のわが国における深刻な不況が長引くなか、自営業

者や個人事業主が立ち行かなくなり、労働者階級ヘ

組み込まれていることを示している。

商店数の推移
～小売業商店数は、長期的に減少傾向にある～

(店舗数

単位 :万 )
180

鸞|
小売業全f本の商店数120
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商業集積地区の商店数

79 82  85 88 91

資料 :経済産業省「商業続計表」
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不況の波が営業に打撃

倒産は2002年まで件数が3年連続で18,000件を超

えるきびしい状況が続いていたが、2004年の動向で

は全企業の年間倒産件数が前年比15.8%減 の
13.697件 と、13年ぶりに1万 4千件を下回った。しか

し倒産の要因をみてみると、「販売不振」が1997年で

47.5%であったものが、2004年で過去最高の65.8%
を占めるに至っており、長期不況の影が色濃く反映

するものとなっている。
倒産件数の推移

全企業 中小企業

1990年 6′468 6′4コf ilf′

1991年 :0,723 10,649

1992年 14,069 i3,961

1993年 14,564 14,440
1994 14,061 i3′965
1995年 15,108 14′970
1996年 14′834 i4,731

1997年 16′464 16,293

!998年 13ρ88 18′749
1999年 15,352 15,135
2000年 18F69 18,497

200!年 19,164 10,319

2002年 19,087 18′687
2003年 16,255 15′877
2004 13,679 i3,392

資料 :椛
昇野
京商エリサーチ「全国企業倒産白書J(平成

(1主 )暑
早
『
歴皇ピ誓竃≒

1億円未満の法人及びf国人企業

「2005年度中小企業自書」



中小企業の倒産件数の推移

月平均 1′557件
18′687)

F寄喘放漫経宮

菫璽 他社倒産の余波

月平均 1,323件

舞lF●n15′877)

月平均 1,‖ 6f4

13′392)

03     :      04~       ~ (年
月}

「2005年 度中小企業 白書 |
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月平均 1′541件 (年F81i8′ 819)
18′497)

資料 :〔株}東京商エリサーチ「全国企業僣1産白書」(干威 16年 )

原因別倒産件数の構成比の推移
～販売不振の構成比は過去最高～

_」 販売不振
鉤 過少資本

轟ミ腐 その他

93 94 95 96 97

資料 :(株 )員.7.商エ リサーチ

98 99 00 ol o2 03 04
(年 )

「2005年度中小企業白書」
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もはや「シャッター通り」Iま

日本の風景?

中心市街地は都市機能が集まる「街の顔」である

にもかかわらず、商店がシャッターを下ろし、深刻

な空洞化現象が進行している。これは車社会で駐車

場のスペースがない上、大型小売店舗が郊外に次々

と進出して人の流れが変わったことによる。そのた

めに「シャッター通り」という名称まで生まれる事
態となった。郊外への大型店の進出を規制し、中心

市街地の整備と商店等の活性化を図ることが急務

となっている。

都市人口規模別の中心部の人口の推移 都市人口規模別の中心部の販売額の推移

500

0

1  20～ 30万人ロロ30～ 50万人t 16b芳入以上|(実数)
-20～ 10万

^●
-39～ 50二人‐ ,o万人塾上 (市全体に対する割合)

※三大都市田(東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県)以

糞8輩層5輻 E4計七占蜜罐 獣譜:勤稿i峯凄馨愉r癬質を集=L

中心市街地の居住人口や販売額は減少

人

０
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「景気回復」と言えど、

なかなか実感のわかない中Jヽ企業

長期不況のもとで大企業と中小企業では収益回

復力の格差が拡大している。大企業の経常利益は

90年代の2度の収益回復力が上昇した時期よりも、

現在これを大きく超えて回復している。これに対

して中小企業の経常利益は、1999年 1-3月 期から
2000年 10-12月 期の回復局面の水準を超えたもの
の、1993年 10-12月期から1997年4-6月期の回復局
面には及ばない水準で推移しいる。中小企業の中で

もより資本金規模の小さな企業で、経常利益の回復

力が弱いことが読み取れる。

1社当たり経常利益の動向
～中小企業の経常利益回復は、大企業と比較して弱い～

― 赴 菜  ― 劇 蝶

1

０

　

　

　

　

０

　

　

　

　

０

０

　

　

　

　

０

　

　

　

　

６

90 1 91 1 92 1 93

資料 :財務省「法人企業統計季報」
(注)1経常利益を当期推計法人数で除し、90年平均をlllllと して指数イL
2後方棚 移動平均。 「2005年度中小企業自書J



90年代から力1速する
失業率の上昇

完全失業率は、2004年度現在平均で4.6%と なっ

ている。1990年の失業率と2000年 を比べて見ると、

雇用情勢が悪化していることが明らかである。1990

年には日本の失業率は3.0%であったが、2000年4.7
%ま でに上昇した。この背景には、不況による倒産
やリストラの増加がある。特にリストラは90年代の

後半に入って加速され、それまで正社員として雇用

していたポジションに派遣やパートを雇用する企

業が増えてきた。そのために、正社員を希望する者
が仕事を見つけられないケースが多くなっている。

その結果、若者がフリーターやニートと呼ばれる若

年無業者が増加し、大きな社会問題になっている。

完全失業率と有効求人倍率
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期不況により

は増カロの―途

長引く不況などのために苦しい状況になるほど、

自殺者の数も増える傾向にある。現在、自殺者の数
は年間3万人を超えている。自殺者の数は景気にも

大きく影響しており、1960年代やバブル時代など景

気が良かった時代は自殺者の数も減少していた。し

かし90年代以降の長期不況によって、最近は増加の

一途をたどってぃる。自殺する日本人の数は、2003年

現在で人口10万人あたり25.4人 となっている。これ
は約3,900人に1人が自殺している。(鳥羽賢著「日本
人の平均値」より)

(人 )

301

人口10万人あたり自殺者数

25

20

15

0
1994  1995  1996  1997  1998  1999  2000  2001 2002 2003年

人□動態統計 (厚生労働省大臣官房統計情報部)

社 0  な 4

1=9_172 111_llil______



3の波
論理の

経済路

「新自由主義」は「規制緩和」「市場原理」などの名
のもとに、正社員を減らし、不安定雇用を増大させ、

多くの労働者に低賃金を強い、中小零細企業の倒産・

廃業・経営難を生み出してきた。貧困と社会的格差
の新たな広がりは深刻である。「新自由主義」で言う
「自由」とは国民の権利や利益を社会的に規制して

きた枠組みを取り払う「自由」である。

また、この「自由」は弱肉強食の論理を貫き、巨大
な力を持った者の利潤追求を保障する「自由」でも
ある。この考え方の源流はレーガン政権以来のアメリカ

などにある。この「新自由主義」は、「小さな政府」
「官から民へ」など、アメリカ仕込みの一連の経済理論・

政策の集合体でもある。「新自由主義」は、憲法第25条
で保障する「健康で文化的な最低限度の生活を営む
権利」、いわゅる生存権規定を脅かす路線である。
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今や言、「一億総中流意識」
一 広がる格差 ―

平等な状態から離れているほど1に近くなる「ジ
ニ係数」は、総務省調査では1979年以降、一貫して上

昇している。たとえば、1997年と2002年を比較すれば、
ジエ係数は、熟年層の55～59歳で0。 316か ら0。 327へ

増え、若年層の25～29歳で0。 184か ら0。 204へ増加し

ている。内閣府の調査調査でも各世代にわたって格

差が増大している。フリーターなど若年の非正規雇

用の増加のために、1997年 ごろから若者たちの間で

経済格差の拡大が急速に進んだ。内閣府の「国民生

活白書」(05年版)でも「若年層でパート・アルバイト

が増加し所得格差が拡大している」と指摘した。

菫樹言華I罐 ‡歌纏

所得格差が拡大
(雇用者のジエ係数)

0.316         0・
留

0.203~0・
獅

(内閣府経済社会総合研究所の資料から)



正規従業員
4年間で300万人減

社会格差は顕著に拡大している。正規従業員とし

て働く労働者は、2001年に約3600万人だったのが、

05年には約3300万人と300万人も減少した。逆に、パ

ート0派遣社員などの非正規従業員は200万人以上

増えた。これは国際競争力強化を目指す経済界の意

向を受け、政府が雇用形態の多様化を進めてきた結

果である。正規従業員と派遣社員らの賃金格差は歴

然としている。非正規雇用の平均年収は、全体で

133.4万円、このうちフリーター、パート・アルバイ

トが110。 9万円、派遣が192。 0万円、契約・嘱託が268.2

万円となっている。フリーターや派遣、請負労働など、

若年層でおよそ半数に達する不安定就業者は、平均

年収わずか133万円という劣悪な労働条件をおしつ

けられている。



雇用労働者に占める非正規労働者の書J合
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「貯金あれど」
― たまらない貯金 ―

家計の格差も拡大している。金融広報中央委員会
の2005年調査によれば、「貯蓄残高ゼロ世帯」の割合

は、1995年7.9%であったものが、05年には23.8%と
なっている。貯金なし家庭は、過去10年間で約3倍に

増加し、おおむね4世帯に1世帯がそれに該当するこ

とになる。その一方で貯金のある世帯の平均額も
10年間で257万円増えた。
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経済的□難による

就学援助4年で35万人増力|
経済的理由により就学が困難な小中学生のいる

家庭に学用品や教育費を支給する就学援助制度の

利用者が急増し、2004年度時点で133万 7000人 に
至っている。公立小中学校の児童生徒総数に対する

比率 (就学援助率)は、12。 8%で8人に1人の割合とな
つている。2000年度は、利用者が97万9000人、援助率
が8。 8%であった。4年間で利用者は35万8000人増え、
援助率は4ホ

゜
イント増となっている。この背景には、「構

造改革」路線のもとで進められたリストラによる失

業、不安定雇用の増大と、相次ぐ社会保障改悪のも
とでの負担増により、生活破壊、生活不安が進んで
いることである。

ヽ



「貧困ニッポン」
― 増え続ける生活保護世帯 ―

生活保護をめぐる状況は、1995(平成7)年以降急

激に増加しており、2003(平成15)年度には生活保護

受給世帯数941千世帯、生活保護受給者数1,344千人、

保護率 (人口に対する生活保護受給者数の割合)10.5
%と なり、2004(平成16)年 10月 には、生活保護受給
世帯数が100万世帯を超えたところである。また、世

帯類型別では、高齢化の影響により高齢者世帯、特
に高齢者単身世帯が増加しているが、母子世帯やそ

の他世帯(50歳代単身者等)についても増加している。



社会格差に関する各種統計

(世帯)

llXl万

00     01     02 03     04      05 (均「層議)

注)(D「家計の金融資産に関する世論調査」(金融広報
中央委員会)から

② 文部科学省調べ

③ 厚生労働省「生活保護速報」から。05年度は9月
の速報値。それ以外は各年度の平均値

1039387

751303

①貯蓄ゼロ世帯率
(右目盛り)

8.8

② 教育扶助・就学援助率
(右目盛り)

③ 生活保護世帯数
(左目盛り)



国保滞納・無保険
30万世帯超える

2004年度の国民健康保険の滞納・無保険が全国で

30万世帯を超えていることがわかった。これは国保

料・税の長期滞納を理由に自己負担を求められる資

格証明書が市町村から交付され、保険証が使えない

「無保険者」が30万6020世帯に達したからである。資

格証明書の交付は、2000年度の9万6849世帯から3倍

以上増えたことになる。(「毎日新聞」調査)
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無保険30万世帯超
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どもを安心して

育てられる地域社会の実現
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少子化解消に求められる子育て支援
― 不足する保育所 ―

保育所は施設数そのものが
増えず、近年定員数を超えた在
籍人員となっている。全国で
95,388人が定員オーバーとなっ
ている。

少子高齢化問題が政治問題に
までなっていながら、この保育
所の問題すら解決できないとこ
ろに少子化問題の深刻さがある。

保育所施設数
各年度 3月 1日現在

I 定員 在籍人員 施設数
1995彼 1,921,998 1,697.257 22,505

1996犠 1,917,396 1,726,223 22.439

1997犠 1,915,594 1,762.021 22,398

1998犠 1,914,877 1,813,969 22,332

1999犠 1,918,910 1,875,568 22,278

2000戦 1,926,432 1,934,272 22,211

2001雑 1.939,679 1,985,933 22,243

2002犠 1,961,752 2.0371902 22,313

2003戦 1,996,563 2,082.422 22,402

2004犠 2,031,320 2,126.708 22,52・ 1

保育所の定員と在籍人員

2,500,000

2,000,000

0
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義務教育段階での「不登校」

義務教育段階の不登校は、年々増加の一途をたど

り、現在小学校で23,318人、中学校で100,040人に達
している。これは、小学校で全児童数に占める割合
が0.33%、 中学校で2。 78%と なっている。つまり小学
校で1,000人中3。 3人、中学校で19000人中27。 8人が

不登校ということになる。

義務教育・理由別長期欠席者数
小学校 中学校

区 分
評 計

計 病 気 卸軸
不登校 その他 計 病 気 帥動

不登校 その他

26.502 8,95〔

青   殖
1

山石

宮   劇 5 1

秋   圧 665
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福
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(注)「長期欠席者」とは,判成lb`科月 1日 から平成 17年 3月 31日 までに30日 以上欠席した児童生徒をいう。以下同臥



見通ごせない :

身近に存在する「不登校」

義務教育段階における不登校
(以前は「学校嫌い」と呼ばれる)
は、1996年度あたりから急増を
示し、2001年度まで上昇に一途
をたどった。特に中学校での不登
校の増加が顕著である。2002年度
以降若干下降気味に推移してい
るが、総数の大きさからみれば
依然重要な教育的課題といえる。

育段階におけ の推移
計 小学校

た

一

1991∠ 』 66.916 12,645 54,172
1992年度間 72,275 13,710 58,421
1993イ 度間 74,944 14,769 60.039
1994Z [ 77,598 15,786 61,663
1995年度間 81,735 16.569 65,022
1996Z 度 間 94,501 19,498 74,853
1997年度間 105,609 20,765 84,701
19984 度間 127,931 26.017 101,675
1999年度間 130,404 26.047 104,180
2000年度膚 134,456 26,373 107,913
2001年度硝 138,939 26,511 112.211
2002月F』 131,436 28,869 105,383
2003月
「 』電
『写 126,435 24.077 102,149

義務教育段階における不登校の推移

160,000
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J31える子どもへの「不適切な関係」
一子どもの人権が侵される「児童虐待」一

政府の調査によれば、2004年度中に児童相談所が
処理した養育相談のうち「児童虐待の処理件数」は
33,408件で、前年度に比べ6,839件 (前年度比25。 7
%)増加している。これを相
談別にみると「身体的虐待」

が149881件 (44。 5%)と最も
多 く、次いで「保護の怠慢・

拒 否 (ネ グ レク ト)」 が

129263件 (36。 7%)と なって
いる。

虐待相談の処理件数

年理 件数
1995イ Ｆ

た 2,722
1996ど
「
涯 4,102

1997q議 5,352
1998年 度 6,932
19994
「
涯 11.631

20004
「
』 17,725

20014 F涯 23,274
20024
「
涯 23,738

2003左 F涯 26,569
2004ど F涯 33,408

40,000
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児童虐待の処理件数
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「障害者自 支援法」と
施設整 遅れ

障害者 (児 )がその能力や適正に応じ、自立した日
常生活 0社会生活を営むことができるよう、必要な
支援を行うのが「障害者自立支援法」だと言われて
いる。この法律は、障害の種類 (身体障害・知的障害・

精神障害)にかかわらず、共通の制度により福祉サ
ービスや公費負担医療を提供するものである。しか
し、サービス費用や公費負担医療の 1割が自己負担
になる。しかも障害福祉サービスの施設も十分整備
されているわけではない。
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在宅ケアのカナメはホームヘルバー
まだまだ少ないホームヘルバー

自治体の実施率をみると、身体障害 (82。 6%)、 知

的障害 (66。 2%)、精神障害 (49。 3%)、障害児 (49.1%)
となっており、精神障害と障害児は過半数の自治体

が未実施となっている。そのために、ホームヘルプ

サービスを受けれない障害者も精神障害で 5人に
1人、障害児で10人に1人強いる。このような条件整
備も急務となっている。

ホームヘルプサービス充足率

精神障害者 障害児

□実施率 国人ロカバー率

０

０

０

０

０
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０

０

０

０

０

０
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１

身体障害者



地域でくつろぎたい :
そんな願いを支えるデイサービス

自治体の実施率をみると、身体障害 (51。 1%)、知
的障害 (45。 2%)、障害児 (53。 2%)と過半数の自治体
で未実施となっている。そのために、デイサービス
が受けれない人口も、障害者100人に対して身体障
害で17人、精神障害で21人、障害児で28人になって
いる。このように条件整備も急務となっている。

デイサービス充足率

101

知的障害者

|
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家族も本人も安心 !

一家族のケアを支えるショートステイー

自治体の実施率をみると、身体障害 (37。 7%)、知的
障害 (61。 1%)、精神障害(6.3%)、 障害児 (56。 2%)と
なっており、身体障害と精神障害は多くの自治体が
未実施となっている。そのために、ショートステイ
を受けれない精神障害は3人に2人いる。このような
条件整備も急務となっている。

ショートスティ充足率
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「共に生きる」
―グループホームヘの期待輛くらむ―

自治体の実施率をみると、知的障害 (75。 6%)、精
神障害者 (27。 1%)と なっている。精神障害にいたっ
たは、4分の3が未実施となっている。そのために、グ
ループホームに入れない人口も、障害者100人に対
して精神障害で38人になっている。このように条件
整備も急務となっている。

グループホーム充足率

80ト

70F/
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40ト

301

精神障害者



障害がある人が普通に
生活できる地域づくり

障害のある人が普通に暮らせる地域社会づくり

。辱寡3馨留写麗握星墓λ釜薫:蓬肯督
得られる体制の整備

。できるだけ身近なところにサービス拠点

:笏恣hJ響蜆[町事ξttRttF絆
つす

アパー ト

小規模な通所型の事業所



認知症高齢者の
人権を支える地域づくり
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地域の社会問題「認知症」
―副轟塁)3人に1ノい   らし―
世帯主の年齢が65歳以上である高齢者世帯は、
1995年の867万世帯から2020年 には1718万世帯と

約2倍に増加すると見込まれる。その結果、高齢者世
帯の一般世帯総数に占める割合は、95年 19。 7%から
20年には35.2%へと上昇する。さらに一人暮らし高
齢者は、2005年で高齢者人口に占める割合が28。 8%
であったのが、2020年には35。 5%に達する見込み。
このことは「認知症」問題が地域の深刻な社会問題
であることを意味する。

(千人)

一人暮らしの高齢者の動向
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サービス利用者は

要介護認定

|の一途

介護保険の制度導入以来利用者数が増加してお

り、この状況をみると、介護保険スタートの2000年

から4年後の2004年にかけて、第1号被保険者数が
2,165万人から2,453万人へ288万人の増加 (13%増 )
するとともに、要介護認定者数は218万人から387万

人へ169万人増加 (78%増 )している。また、サービス

利用者数は、2000年 4月 の149万人から2004年4月 の

307万人と4年間で約2倍に増加している。

250

200

150

100

50

0

要介護認定者数の推移

|||||||1 要介護1 1  1要 介護2 1  :要 介護3 〃ふ 要介護4 繭 要介護5

資料 : 厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告」

2000年 4月 末     2001年4月 末     2002年 4月 末     2003年4月 末     2004年 4月 末



要介護 (要支援 :自立度Ⅱ以上)認定者に

(単位:万人)   おける認知症高齢者の将来の推計
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「認知症」介護の第―歩は
正しい理解から

「認知症」には、①偏見をとりはらう、②見守り、
③寄り添い。通常の人間関係を回復する、この3つの
ことが大切である。

偏見は力をもつから、①これまでの先入観 (「認知
症高齢者は何もわからないし言葉もなくなる」「子
供にかえる」など)に もとづく対応が本人の役割と
居場所を奪うことになりかねないこと、②本人は表
現できないがかなりのことがわかっており自らの
もの忘れに苦しんでいること、③それを理解しない
と周囲の対応が知らず知らずの間に、さらに互いの

間に溝を深めることになることをしらなければな
らない。

「認知症」の症状は社会的な環境によって大きく
異なる。そのためには、①本人の苦しみに目を向け
る、②徘徊や攻撃性は「認知症」本来のものでなく、
環境への不適応症状であることを示す、③本人に安
全、安心、居心地よさを提供する、④物忘れを隠した
り恥ずかしがらなくてよい、⑤主役と観客になれる
場づくり、を行うことである。


